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○魚津断層帯とTB5間の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○魚津断層帯とTB5の南東部に沿って，連続的な重力異常急変部が認められる。

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

地震調査委員会（2007）による逆断層

今泉ほか（2003），東郷ほか（2003）による活断層

ブーゲー異常図 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。
・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター
処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，石田ほか
（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

魚津断層帯

TB5

3.2.9（3） 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の可能性検討 －重力異常分布－

TB6
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4. 敷地周辺の断層の評価（まとめ）



4.2 敷地周辺海域の断層の評価（まとめ）

362
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○敷地周辺において，震源として考慮する活断層を下図及び右表に示す。
○なお，周辺海域において文献調査等により抽出した全ての断層等の評価概要を
次頁，次々頁に示す。

4.2 敷地周辺海域の断層の評価（まとめ）

363

震源として考慮する活断層

敷地周辺の断層の分布
（震源として考慮する活断層を表示）

傾斜方向

20km0

(3)

(1)

(2)

(4)

(6)

(5) (8)

(9)

(11)
(17-1)

(13)

(14)

(10)

(16)

(7)

(19)

(15)

100km0

(30)

(31)

(34-2)

(35-2)

(32)

(12-1)

(17-2)

(17-3)

(34-1)

(35-1)

(35-4)

(35-3)

(12-2)

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

断層名 断層長さ 連動の評価 傾斜※2

敷
地
近
傍

ふくうら

(1) 福浦断層 3.2 km 60～80°W
かぶといわおき

(2) 兜岩沖断層 4.0 km E
ごばんじまおき

(3) 碁盤島沖断層 4.9 km NW
と ぎ が わな ん がん

(4）富来川南岸断層 9.0 km 60°SE

敷

地

周

辺

さかみ

(5) 酒見断層 11.0 km W
びじょうさん

(6) 眉丈山第２断層 23.0 km 60°NW
あまみさきおき

(7) 海士岬沖断層帯 12.2 km 60°SE
と ぎ が わ

(8) 富来川断層 3.0 km W
はくいおきひがし

(9) 羽咋沖東撓曲 33.6 km 60°W
の と じ ま は ん う ら

(10) 能登島半の浦断層帯 11.6 km 60°W
はくいおきにし

(11) 羽咋沖西撓曲 23.0 km 60°W
ささなみおき

(12-1) 笹波沖断層帯（東部） 20.6 km 笹波沖断層帯
（全長）45.5km

60°SE
(12-2) 笹波沖断層帯（西部） 25.3 km

おうちがたなんえん

(13) 邑知潟南縁断層帯 44.3 km 30°SE
つぼやま は ちの

(14) 坪山－八野断層 11.8 km 40°W
ま えの せ とう ほ う

(15) 前ノ瀬東方断層帯 29.5 km SE
の と

(16) 能都断層帯 19.8 km SE
と やまわん にしがわ かいいき

(17-1) 富山湾西側海域断層（南部） 22 km
富山湾西側海域断層

79 km 
30～50°NW(17-2) 富山湾西側海域断層（北部） 7.0 km

(17-3) TB3 [24 km]※1

と な み へ い や

(18) 砺波平野断層帯（西部） 26 km 45～50°NW
さるやまみさきほっぽうおき

(19) 猿山岬北方沖断層 41 km 65°SE
もりもと とがし

(20) 森本・富樫断層帯 27 km 40～60°E
と な み へ い や

(21) 砺波平野断層帯（東部） 21 km SE
くれはやま

(22) 呉羽山断層帯 35 km 45°NW

(23-1) KZ3 16 km KZ3・KZ4
41 km

60°SE
(23-2) KZ4 26 km

さるやまおき

(24-1) 猿山沖セグメント 28 km

能登半島北部沿岸域
断層帯
96 km 

60°SE

わじま おき

(24-2) 輪島沖セグメント 28 km
す ず おき

(24-3) 珠洲沖セグメント 26 km
ろっこう

(24-4) 禄剛セグメント 28 km

(25) KZ6 26 km 55°SE
(26) KZ5 28 km 60°S

うしくび

(27) 牛首断層帯 78 km ほぼ垂直
あとつがわ

(28) 跡津川断層帯 69 km ほぼ垂直
うおづ

(29-1) 魚津断層帯 40 km 魚津断層
帯及び能
登半島東
方沖の断

層
128 km

30°SE

(29-2) TB5 29 km
能登半島
東方沖の
断層
85 km

25～45°SE

(29-3) TB6 17 km
(29-4) JO1 22 km
(29-5) JO2 27 km
(29-6) JO3 17 km

み ぼ ろ

(30) 御母衣断層 74 km 高角

(31) NT1 45 km 50°NW
ふ く い へ い や と う え ん

(32) 福井平野東縁断層帯 45 km 20～40°E

(33-1) FU1 6.7 km
石川県西方沖の断層

65 km
50～60°NW(33-2) FU2 21 km

(33-3) FU3 21 km
(34-1) NT2 37 km NT2・NT3

53 km
50°NW(34-2) NT3 20 km

いといがわ しずおかこうぞうせん

(35-1)糸魚川－静岡構造線活断層系(北部) 50 km
糸魚川－静岡構造線

活断層系
158 km

30～60°E

(35-2)糸魚川－静岡構造線活断層系(中北部) 45 km E(高角)
(35-3)糸魚川－静岡構造線活断層系(中南部) 33 km W
(35-4)糸魚川－静岡構造線活断層系(南部) 48 km 30～60°W

※1：[]内の長さは文献に示された長さ
※2：断層の傾斜角は，調査結果に基づくものである。

地震動評価及び津波評価においては，調査結果
の不確実性を考慮して傾斜角を別途設定する。
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【海域（半径30km範囲） 】

No. 名称
個別断層の評価
断層長さ※1 連動の評価 敷地からの距離※2 走向

傾斜
（度）

ずれの向き 評価

敷
地
近
傍
海
域

Ⓐ 兜岩沖断層 4.0km 4.0km N-S 東傾斜 東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓑ 碁盤島沖断層 4.9km 5.5km NE-SW 北西傾斜 北西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

敷
地
前
面
調
査
海
域

Ⓒ 海士岬沖断層帯 12.2km 16km NE-SW
南東傾斜
（60）

南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓓ 羽咋沖東撓曲 33.6km 20km N-S
西傾斜
（60）

西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓔ 能登島半の浦断層帯 11.6km 21km N-S
西傾斜
（60）

西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓕ 無関断層 （0.5km） 21km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

Ⓖ 島別所北リニアメント （2.2km） 24km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

Ⓗ 七尾湾調査海域の断層
（N-1断層，N-2断層，N-8断層）

（2.0～4.5km） 24km～26km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

Ⓘ 徳山ほか（2001）の断層 （26km） 21km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

Ⓙ 鈴木（1979）の断層 （13km） 22km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

Ⓚ 羽咋沖西撓曲 23.0km 24km N-S
西傾斜
（60）

西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓛ 笹波沖断層帯（東部） 20.6km
笹波沖断層帯

（全長）
45.5 km

17km NE-SW
南東傾斜
（60）

南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓜ 笹波沖断層帯（西部） 25.3km

Ⓝ 田中（1979）の断層 （16km） 25km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

Ⓞ 前ノ瀬東方断層帯 29.5km 28km NE-SW 南東傾斜 南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

敷地周辺海域（半径30km範囲）の断層評価

※1：（）内の長さは文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

敷地周辺海域（半径30km範囲）の断層分布図



【海域（半径30km以遠）】
敷地周辺海域（半径約30km以遠）の断層評価

No. 名称
個別断層の評価
断層長さ※1 連動の評価 敷地からの距離※2 走向

傾斜
（度）

ずれの向き 評価

敷
地
周
辺
海
域

ⓐ FU2 （60km） 32km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

ⓑ 富山湾西側海域断層（南部） 22km

富山湾西側海域断層
79 km

50km NE-SW
北西傾斜
（30～50）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓒ 富山湾西側海域断層（北部） 7.0km

ⓓ TB3 （24km）

ⓔ 猿山岬北方沖断層 41km 51km NE-SW
南東傾斜
（65）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓕ 猿山岬以西の断層 （24km） 36km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

ⓖ KZ3 16km
KZ3・KZ4

41 km
51km NE-SW

南東傾斜
（60）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓗ KZ4 26km

ⓘ FU1 （63km） 61km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

ⓙ 猿山沖セグメント 28km

能登半島北部沿岸域
断層帯
96 km

65km NE-SW
南東傾斜
（60）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓚ 輪島沖セグメント 28km

ⓛ 珠洲沖セグメント 26km

ⓜ 禄剛セグメント 28km

ⓝ KZ6 26km 76km NE-SW
南東傾斜
（55）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓞ KZ5 28km 80km E-W
南傾斜
（60）

南側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓟ 魚津断層帯 40km

魚津断層
帯及び能
登半島東
方沖の断

層
128 km

91km NE-SW

南東傾斜
（30）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓠ TB5 29km

能登半島
東方沖の
断層
85 km

南東傾斜
（25～45）

ⓡ TB6 17km

ⓢ JO1 22km

ⓣ JO2 27km

ⓤ JO3 17km

ⓥ NT1 45km 94km NE-SW
北西傾斜
（50）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓦ FU1 6.7km

石川県西方沖の断層
65 km

106km NE-SW
北西傾斜
（50～60）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓧ FU2 21km

ⓨ FU3 21km

ⓩ NT2 37km
NT2・NT3

53 km
122km NE-SW

北西傾斜
（50）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ab NT3 20km※1：（）内の長さは文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

365

敷地周辺海域（半径30km以遠）の断層分布図

志賀原子力発電所
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巻末資料１

海域の地質層序について

〔1-1〕 音波探査の記録パターンの特徴など －敷地前面調査海域－ ・・・・・ 369

〔1-2〕 音波探査の記録パターンの特徴など －敷地近傍海域－ ・・・・・ 372

〔1-3〕 文献との地質層序の対比 －敷地前面調査海域－ ・・・・・ 374

〔1-4〕 堆積速度を用いた上部更新統基底の推定

〔1-5〕 海上及び陸上ボーリング調査 ・・・・・ 376

〔1-6〕 地質層序の連続性 －敷地前面調査海域～敷地周辺海域－ ・・・・・ 378

〔1-7〕 文献との地質層序の対比
－七尾湾調査海域，敷地周辺海域（能登半島東方海域）－

・・・・・ 387

（参考） 敷地前面調査海域の地質層序の年代評価の一部変更の経緯

灰色：第973，1009回審査会合で説明済



海域の地質層序について －年代評価の根拠データ（敷地前面調査海域，敷地近傍海域）－

○敷地前面調査海域，敷地近傍海域の地質層序については，1号機及び2号機の設置許可申請以降も継続的に，音波探査，海上及び陸上ボー
リング等を実施して年代評価の確度を向上させており，過去の耐震安全性評価（2009.6）の審議にて，設置許可申請時における評価から浅部の
年代評価を一部変更している。

第1009回審査会合資料1
P.305 一部修正

音波探査の記録パターンの特徴など

海水準変動曲線

との対応

文献との地層

層序の対比

（巻末資料１〔1-3〕）

堆積速度を用いた
上部更新統基底の

推定

（巻末資料１〔1-4〕）

海底試料採取
（補足資料1.2-3（1））

海上ボーリング

調査
（巻末資料１〔1-5〕）

陸上ボーリング
調査

（巻末資料１〔1-5〕）

陸域の地質との
連続性

（第1009回審査
会合 資料1
P.37，38）

敷地前面調査海域

（巻末資料１〔1-1〕）

敷地近傍海域
（巻末資料１〔1-2〕）

・下位層上面を不整合に覆う。

・水深約140m以浅の大陸棚のほとんどの海域に分布し，沖合いに向
かって薄くなる楔状の地層である。

主に

第四紀

・AT層準の堆積
厚から求めた堆
積速度(片山・池
原 ,2001)を用い
て，上部更新統
基底の位置を推
定すると，同位
置は B1層の内
部にある。

・第四系の堆積
厚（天然ガス鉱
業会・大陸棚石
油開発協会 ，
1992)を用いて，
上部更新統基
底の位置を推定
すると，同位置
はB1層の内部に
ある。

BC247～AD1844
(貝等14C年代値)
(池原ほか，2007）

760±40～
9,920±40yBP

（貝殻の14Ｃ年代値）

1,440±30～
9,190±60yBP

（木炭の14Ｃ年代値）

－

・下位層上面を不整合に覆う。

・大陸棚外縁部において，A層
に覆われるプログラデーショ
ンパターンが認められる。

・大陸棚外縁部において，B2層
のプログラデーションパター
ンにオンラップするパターン
が認められる。

・海進期（オンラップパターン）
の地層の直上に高海水準期
（水平パターン）の地層を識
別した。

22,000y.B.P
84,000y.B.P

(貝化石ESR年代
値)

32,000y.B.P
(木片14C年代値)

・静穏な海底(高
海水準期）で堆
積したと推定さ
れる極細粒砂
を確認した。

－

－ － －
Kkｔテフラ
（32～33万年前）

・下位層上面を不整合に覆う
・大陸棚外縁部においてプロ
グラデーションパターンが認
められる。

－ － － －

・下位層上面を不整合に覆う。 － － － －

・下位層上面を不整合に覆う。 － － － －

・下位層上面を不整合に覆う。 －
主に
鮮新世

－ － －

・下位層上面を不整合に覆う。 －
前期～

後期中新世
－ － －

音響基盤 －
主に前期中新世の
堆積岩類等

－ － －

海岸に露出する別
所岳安山岩類上面
はD2層上面に連続

する。

地質時代 陸域の地質 海域の地質

第
四
紀

完新世 沖積層 A

更

新

世

後

期
段丘堆積層
・高階層等

B

B1

B1U

中
期

B1L

B2
埴生階

B3

前
期

氷見階 C
C1

新
第
三
紀

鮮新世 C2

音川階

東別所階

黒瀬谷階

D

D1

中新世
岩稲階

楡原階 D2古第三紀

先第三紀
花崗岩・
片麻岩等

【地質層序】

A／B1U層境界は，最終氷期(MIS2)の侵食面

B1U／B1L層境界は，MIS6
の侵食面

B1L／B2層境界は，中期更新世における
海水準低下期の侵食面

【地質層序の年代評価に係る根拠データ】

(小池･町田（2001）を一部編集）

海水準変動曲線との対比
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地層境界・堆積構造 記録パターンの特徴

A 層 下位層上面の侵食面を不整合に覆う。
反射パターンは，全体に白っぽく，その中に海底面
に平行な連続する数条の平行層理を示す。

B 層

B1
下位層上面の侵食面を不整合に覆う。
沿岸域で下位層上面が起伏面の場合は，顕著
な不整合関係を示す。

沿岸部では，連続性にやや乏しい平行層理が認め
られ，沖合部では海底面に平行なやや細い平行層
理が認められる。

B2

B3

C 層

C1

下位層上面を傾斜不整合またはオンラップ状の
不整合で覆う。

C1層ではコントラストの弱い連続する平行層理が認
められる。
C2層ではコントラストの強い連続する平行層理が認
められる。

C2

D 層
D1

下位層上面を傾斜不整合またはオンラップ状の
顕著な不整合で覆う。

コントラストの強い連続する平行層理が認められる。

D2 音響基盤 無層理状パターン

A

B1

B2

全体的に白っぽく，
海底面に平行な連
続する平行層理

連続性にやや乏
しい平行層理

北陸電力スパーカー(No.1・S) 東大震研ブーマー(K7-2)

←W E→

1：6

北陸電力スパーカー(No.7.5)

B2B3

C1

C2

D1

D2

E→←W

3456

SE→←NW

A

B1

B2
1：6

1：15

連続性にやや乏
しい平行層理

全体的に白っぽく，海
底面に平行な連続す
る平行層理

・この図面は，東京大学地震研究所の海上音波探査の記録
を北陸電力が独自に解析・作成したものである

上図記録範囲位置図

No.1･S

No.7.5

志賀原子力
発電所

0     10km

コントラストの弱い
連続する平行層理

コントラストの強い
連続する平行層理

コントラストの強い
連続する平行層理

音響基盤
（無層理状パターン）

0m

80m

160m

240m

320m

400m

369

〔1-1〕音波探査の記録パターンの特徴など －敷地前面調査海域（音響層序学的区分）－

○敷地前面調査海域において，音波探査の記録パターンから地層区分を行った。

○敷地前面調査海域の海底地質については，音波探査の記録パターンにより上位からA層，B層，C層及びD層に区分した。

○B層，C層及びD層については，記録パターンによってさらに細区分した（D2層は音響基盤）。

測点

測点

測点

第973回審査会合資料2
P.220 再掲



敷地前面調査海域
敷地近傍海域

完新世 A層

更

新

世

後

期

B1層

B1U層

中
期

B1L層

B2層

370

○A層は，水深約140m以浅の大陸棚のほとんどの海域に分布し，沖合に向かって薄くなる楔状の地層である。

○B1層は，大陸棚外縁部において，A層に覆われるプログラデーションパターンが認められ，さらにB2層のプログラデーションパターンにオンラップするパターンが認め
られる。B2層は，大陸棚外縁部においてプログラデーションパターンが認められる。

○海水準変動曲線を考慮すると，A/B1層境界は最終氷期（MIS2）の侵食面，B1/B2層境界は中期更新世における海水準低下期の侵食面に対応すると評価した（MIS6
の侵食面に対応すると評価したB1U/B1L層境界の詳細についてはP.372，373）。

〔1-1〕音波探査の記録パターンの特徴など －敷地前面調査海域（A層，B1層，B2層の年代）－

A層分布範囲

志賀原子力
発電所

No.15

北陸電力スパーカー(No.15)

（B1層及びB2層の記録パターン（大陸棚外縁部））

←W

侵食面

Ｅ→

50 45

オンラップ

40

B1

B2

55

A

1：15

プログラデーションパターン

プログラデーションパターン

➢大陸棚外縁部において，下位層（B2

層）のプログラデーションパターンに
オンラップするパターンが認められる
（右下図）。

➢大陸棚外縁部において，プログラデーションパターンが認められる（右下図）。

➢大陸棚外縁部において，Ａ層に覆わ
れるプログラデーションパターンが認
められる。

➢高分解能な音波探査記録により，海
水準が安定した海底下で堆積したと考
えられる成層パターンの水平層と，そ
の直下に海進時に特徴的なオンラップ
の反射面を持つ海進層が認められる
（次々頁）。

➢ 水深約140m以浅の大陸棚のほとんどの海域に分布している。
➢沖合いに向かって薄くなる楔状の地層である。

位置図

A層～B2層の音波探査記録パターンの特徴と年代評価

測点

第973回審査会合資料2
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〔1-1〕音波探査の記録パターンの特徴など －敷地前面調査海域（エアガンによる区分）－

北陸電力スパーカー
No.3測線

地層境界・堆積構造 記録パターンの特徴

Q 層 下位層上面の侵食面を不整合に覆う。
ほぼ水平な平行層理パターンを示し，一部で散乱状
パターンを伴う。

○敷地周辺調査海域では，他機関のエアガンによる調査が広く行われている。

○しかし，エアガンによる音波探査記録は分解能が低いことから，スパーカーに認められるA層及びB層を区分することが難しい（下図）。

○このことから，A層及びB層を併せてQ層として区分を行うこととする。

地質調査所エアガン
N-120測線

北陸電力スパーカー
No.3測線

SE→←NW

D2

Q

C

No.3

約5km

D2

D1

D1

E→

←W

D2

A

N-120

約1km

C2

B2

D1

D1B1

B3

C1

0m

100m

200m

150m

300m

50m

250m

400m

350m

位置図

0m

500m

400m

300m

200m

100m

・この図面は，地質調査所（現産業技術総合研究所）の
海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成
したものである
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北陸電力ブーマー（№7.5U）

A

B1U

D2層B2

B3

10 128

E→←W

6

B1L

1：6

B1U層の記録パターン
海底面に平行でほぼ水平な成層パターンを示し，その直下に海進期の
堆積物と考えられるオンラップパターン（ ）を識別した。

B1L層の記録パターン
侵食面直上のやや乱れたパターンが多い。

372

B1

位置図

№7.5U

B1U層上部の水平層を確認した範囲

B1U層下部の海進層を確認した範囲

右図記録範囲
0 5km

○敷地近傍海域を含む沿岸域で実施した高分解能音波探査記録から，B1層について詳細に記録パターンの解析を行った。

○高分解能な音波探査記録を丹念に解析し，敷地近傍の海域のB1層を，記録パターンにより上部のB1U層と下部のB1L層に細区分した。

○B1U層には，海水準が安定した海底下で堆積したものと考えられる水平パターンが認められ，その直下に海進期の堆積物と考えられるオンラッ
プパターンを識別した。

○B1U層の水平パターンを敷地近傍の海域のほぼ全域で確認した。

〔1-2〕音波探査の記録パターンの特徴など －敷地近傍海域（B1層の細区分）－

測点

第973回審査会合資料2
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A

B1U

D2層
B2

B3

10 128

E→←W

6

B1L

1：6

海進期の堆積物と考えられるオンラップパターン

(小池･町田（2001）に一部加筆）

更

新

世

中

期

※池原ほか（2007）によれば，海進面は水深約35m以浅で形成されることから，それに連続して形成された水平層が堆積した時期の水深は約35m以上であったものと考えられる。

北陸電力ブーマー（№7.5U）

B1L（B1）/B2層境界は中期更
新世における海水準低下期
の侵食面

-25m

B1U/B1L層境界は
MIS6の侵食面

A/B1U層境界は最終氷期
（MIS2）の侵食面

水平層

海水準変動曲線との対比

25m

373

・B1U層の水平パターンを敷地近傍海
域のほぼ全域で確認した。

○B1U層，B1L層の記録パターンから年代評価を行った。

○B1U層下部の海進層は，標高約-25mにまで分布することから，堆積時の海水準は標高約-25m以上であったと考えられる。

○B1U層上部の水平層は，ほぼ水平に堆積していることから，海進期以降，海水準が安定した高海水準下の静穏な海底
※で堆積したものと考えら

れ，海進層が形成された海進期から高海水準期にかけて連続的に堆積したことが推定される。

○以上のことから，分布深度，記録パターンから推定される堆積構造，海水準変動曲線（小池・町田，2001）を考慮すると，B1U/B1L層境界は，MIS6
の侵食面に対比され，B1U層をそれに続く最終間氷期の堆積物を含む地層と評価した。

〔1-2〕音波探査の記録パターンの特徴など －敷地近傍海域（B1U層の年代）－

標高-25m以上の高海水準期

左図記録範囲

測点

第973回審査会合資料2
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〔1-3〕文献との地層層序の対比 －敷地前面調査海域 田中（1979）との対比－

374

地質時代 陸域の地質 海域の地質

第
四
紀

完新世 沖積層 A

更

新

世

後

期 段丘堆積層
・高階層等

B
B1

中
期 埴生階

B2

B3

前
期 氷見階 C

C1

C2

新
第
三
紀

鮮新世

音川階

D

D1

中新世 東別所階

黒瀬谷階

岩稲階

楡原階 D2
古第三紀

先第三紀
花崗岩・
片麻岩等

断面対比位置図

層序

第四系 e

鮮新統 d
d2

d1

音川層 c

東別所・

黒瀬谷層
b

岩稲層～

先第三系
a

当社地質層序 田中（1979）地質層序

海士岬

志賀町

志賀原子力発電所

滝崎

羽咋市

金沢市

No.9

No.11

交点Ａ

交点Ｂ

文献断面位置
当社断面位置

猿山岬

0 10km

海士岬

志賀町

志賀原子力発電所

滝崎

羽咋市

金沢市

No.9
交点A

文献断面位置
当社断面位置

猿山岬

0 10km

断
面
図
に
よ
る
層
厚
対
比

○音波探査の記録パターンにより区分したA層～D層の4層について，地質年代を確認するために，田中（1979）に示されている断面図と当社解析
測線との交点において地質層序の対比を行った。

○対比の結果，当社のB層以浅は田中（1979）のe層，C層は田中（1979）のd層，D層は田中（1979）のc層以深に対比され，その地質時代は概ね
整合している。

田中（1979)の断面図との対比

当社No.9断面

田中（1979）
B-3 断面

E→←W

0

←SW

交点Ａ

e

d

c

b

a

c

b

a

B

C

D

水
深

（m
）

水
深

（m
）

NE→

100

200

300

400

500

600

700
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海士岬

志賀町

志賀原子力発電所

滝崎

羽咋市

金沢市

No.9

No.11

交点Ａ

交点B

文献断面位置
当社断面位置

猿山岬

0 10km

海士岬

志賀町

志賀原子力発電所

滝崎

羽咋市

金沢市

No.11
交点B

文献断面位置
当社断面位置

猿山岬

0 10km

375

地質時代 地質

主に
第四紀

主に鮮新世 h

前期～
後期中新世 k

主に前期中
新世の堆積
岩類等

bs

当社地質層序 岡村（2007a）地質層序

地質時代 陸域の地質 海域の地質

第
四
紀

完新世 沖積層 A

更

新

世

後

期 段丘堆積層
・高階層等

B
B1

中
期 埴生階

B2

B3

前
期 氷見階

C1

C2

新
第
三
紀

鮮新世

音川階

D

D1

中新世 東別所階

黒瀬谷階

岩稲階

楡原階 D2
古第三紀

先第三紀
花崗岩・
片麻岩等

断面対比位置図

○音波探査の記録パターンにより区分したA層～D層の4層について，地質年代を確認するために，岡村（2007a）に示されている断面図と当社解
析測線との交点において地質層序の対比を行った。

○当社のB層及びC1層以浅は岡村（2007a）のt層，C2層は岡村（2007a）のh層，D層は岡村（2007a）のk層以深に対比され，その地質年代は概ね整
合している。

C

岡村（2007a）の断面図との対比

凡 例

ENE→←WSW

t

E→←W

岡村（2007a）
M-N 断面

当社No.11断面

交点B

B
C1

D

C2

往
復
走
時

（秒
）

水
深

（m
）

水
深

（m
）

0
100

200

300

400

500

600

700

断
面
図
に
よ
る
層
厚
対
比

〔1-3〕文献との地層層序の対比 －敷地前面調査海域 岡村（2007a）との対比－
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ユニット④

ユニット⑤

ユニット⑥

ユニット①

ユニット②

ユニット③

A

D1

C2

B2

B1L

Ｈ：Ｖ＝1：６

500ｍ 海域と陸域の地質層序

北陸電力ブーマー
(No.11B)

1：6

33

断面線

位置図

376

No.11B

Ｋkｔテフラ（32万～33万年前）
（ユニット④層に含まれる火山灰）

海域← →陸域

D2

○陸上ボーリング調査により確認した地質層序と沿岸域付近まで実施した音波探査記録の地質層序を対比した。
○沿岸域まで高分解能な音波探査を実施した高浜地区において，海域と陸域の地層の連続性を検討した結果を以下に示す。
・ユニット②（完新世の堆積物と判断）は，海域層序のA層に連続するものと考えられる。
・ユニット④（中期更新世の堆積物と判断）は，海域層序のB1L層に連続するものと考えられる。
・ユニット⑤は，海域層序のB2層に連続するものと考えられる。
・ユニット⑥は，海域層序のD1層に連続するものと考えられる。

〔1-5〕海上及び陸上ボーリング調査 －音波探査記録との対比①－

下図記録範囲

第973回審査会合 机上配布資料1
P.1.2-3-17 再掲



○高浜地区において中期更新世の堆積物であると判断したB1L層について，敷地近傍海域でも同様な年代評価が適用できるのかを確認するため，
その基底の連続性を検討した。

○B1L層の基底は，陸上ボーリング調査を実施した高浜地区から敷地近傍海域まで連続しており，敷地近傍海域のB1L層についても中期更新世の
堆積物と判断した。また，敷地近傍海域の海上ボーリング調査結果とも整合する。

第973回審査会合 机上配布資料1
P.1.2-3-18 再掲〔1-5〕海上及び陸上ボーリング調査 －音波探査記録との対比②－

下段に続く

No.11B

No.107.5-1・S

B1L層基底 ①②

②③

E→←W

No.107.5-1・S

S→←N

S→←N

④ ③

NI-10BM

E→←W

海上ボーリング調査実施地点

SP1000

A

B１Ｕ

B１Ｌ

B２

B３

D2

NI-10BM

④

C1

C2

No.9・S
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〔1-6〕地質層序の連続性 －敷地前面調査海域～敷地周辺海域－

○敷地前面調査海域にて，音波探査の記録パターンにより区分し，年代評価を行った結果，B1層は中期～後期更新世の地層と判断される。

○ただし，B1層を区分することができるのは，分解能の高いブーマー，スパーカー及びウォーターガンによる音波探査記録に限られる。

○ブーマー，スパーカー及びウォーターガンによる調査は，敷地周辺海域（能登半島北方海域）でも実施されており，敷地前面調査海域で区分した地質境界のうち，陸
域と海域の地質層序を対比したNo.11B測線からB1層が敷地周辺海域（能登半島北方海域）まで連続して分布していることを確認した（次頁～P.385）。

○なお，海上保安庁スパーカー29測線よりも南方については，禄剛海脚の隆起等によりB層が削剥されており，B1層の連続性は確認できない（P.386）。

B1層が連続して分布して
いることを確認した測線

海
上
保
安
庁
ス
パ
ー
カ
ー

29
測
線

B1層の連続性が無いこと
を確認した測線

分解能の高い音波探査測線（ブーマー，スパーカー及びウォーターガン）の分布範囲

海域の地質層序

北陸電力ブーマー
No.11B測線
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【地質層序の対比③（敷地前面海域～敷地周辺海域）】
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【地質層序の対比④（敷地前面海域～敷地周辺海域）】
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【地質層序の対比⑤（敷地前面海域～敷地周辺海域）】

三澤(1997)ウォーターガン
L102 NE→

←SW

⑬

D2

D2

C2

C1

B3

B2

B1

A

C1

C2
B3

B1

0m

100m

200m

150m

300m

50m

250m

400m

350m

B2

D1

⑭

A

⑭
⑮

⑬

⑯

位置図

下段に続く三澤(1997)ウォーターガン
L101

⑮⑭
NE→←SW

0m

100m

200m

150m

300m

50m

250m

400m

350m

D2

D1

C1

B3

B2

B1
A

三澤(1997)ウォーターガン
L101

⑯⑮
NE→

C1

B2

B1

D1 D2

A

0m

100m

200m

150m

300m

50m

250m

400m

350m

←SW

D2D1

C1

B2

B1

D2

D2

C1

AB3

次頁に続く

・右の図面は，三澤（1997）の海上音波探査の記録を北陸
電力が独自に解析・作成したものである

志賀原子力発電所



384

【地質層序の対比⑥（敷地前面海域～敷地周辺海域）】
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・右の図面は，産業技術総合研究所，海上保安庁水路部（現，海上保安庁 海
洋情報部）の海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したもの
である
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【地質層序の対比⑧（敷地前面海域～敷地周辺海域）】

・右の図面は，海上保安庁水路部（現，海上保安庁 海洋情報部）
の海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したもの
である

○珠洲岬北東方に分布する禄剛海脚の隆起等によりB層が削剥されており，能登半島東方海域(禄剛海脚南方の海域)までB1層の連続性を確認
できない。
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〔1-7〕文献との地層層序の対比 －七尾湾調査海域 海上保安庁（1982）との対比－

○七尾湾調査海域は，海上保安庁により実施されたスパーカーによる音波探査測線があり，A層とB層に区分が可能である。

○音波探査の記録パターンにより区分したA層～D層について，地質年代を確認するために，海上保安庁（1982）に示されている断面図と当社解析測線において地質
層序の対比を行った。

○その結果，当社のA層は海上保安庁（1982）のⅠN層，B層は海上保安庁（1982）のⅠN層下部，ⅡN-b層，D層は海上保安庁（1982）のⅥN層以深に対比され，その地質
時代は敷地前面調査海域の地質年代と概ね整合している。

断面対比位置図
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〔1-7〕文献との地層層序の対比 －敷地周辺海域（能登半島東方海域） 海上保安庁（1982）との対比－

○敷地周辺海域（能登半島東方海域）は，海上保安庁により実施されたスパーカー及び地質調査所によるエアガンの音波探査測線があるが，本海域ではA層が薄く判読できないこと，水深 140m
以深にはA層がほとんど分布していないことを踏まえ，A層及びB層を併せてB層（Q層）として区分を行う。

○音波探査の記録パターンにより区分したB層（Q層）～D層について，地質年代を確認するために，海上保安庁（1982）に示されている断面図と当社解析測線において地質層序の対比を行った。

○その結果，大陸棚及び大陸斜面のB層（Q層）は海上保安庁（1982）のⅡN-a層，C層は海上保安庁（1982）のⅢN-,b層， D層は海上保安庁（1982）のⅣN層以深に対比され，B層（Q層）の地質年代
は敷地前面調査海域，七尾湾調査海域の地質年代と概ね整合している。

○また，海盆底のB層（Q層）は海上保安庁（1982）のⅢN-ｂ層，ⅣN層，C層は海上保安庁（1982）のⅤN層以深に対比され，B層（Q層）の地質年代は後期鮮新世～中期更新世に相当する。

○海盆底のB層（Q層）基底の地質年代が敷地前面調査海域等と異なるが，活動性評価にあたってはより安全側の評価となることから，能登半島東方海域においては，B層（Q層）による評価を行
う。
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海上保安庁(1982)凡例
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